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博士論文要約 
 
氏家 仁 
Ⅰ．博士論文の構成 
博士論文「韓国における被疑者訊問調書の証拠能力に関する研究―歴史的沿革からみた
2007年改正刑訴法―」の構成は，以下の通りである。 
 
はじめに 
○本稿における用語の訳し方について 
Ⅰ．日本刑訴法依用期における被疑者訊問調書 
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４．大正刑訴法依用期の朝鮮刑事令 
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 ５．国会における審議 
 ６．制定刑訴法における被疑者訊問調書 
Ⅲ．「制定刑訴法」施行後の状況 
 １．特信情況の要件追加 
 ２．真正成立の概念の変化 
 ３．実質的真正成立の推定に関する判例 
 ４．司法警察官面前の被疑者陳述の公判への顕出方法 
 ５．その他の改正 
 ６．小括 
Ⅳ．2007年改正刑訴法に関連する改正過程 
 １．裁判の現状についての問題点 
 ２．司法改革の動き 
 ３．2007年改正刑訴法の概要 
Ⅴ．結びに代えて 
参考法令・参考資料・参考文献 
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Ⅱ．論文の要約 
日本刑訴法依用期における被疑者訊問調書（第Ⅰ章） 
朝鮮は，明治 43 年 8 月 29 日に，いわゆる日韓併合によって，わが国に併合されたが，
朝鮮においては，原則的に，わが国の法律の効力が直接的に及んでいたのではなく，法律
を要する事項については，朝鮮総督が「制令」という命令で規定した。この制令の一つで
ある朝鮮刑事令が，朝鮮における刑事の基本法となり，この朝鮮刑事令によって，朝鮮に
おいては，わが国の刑訴法によることとした（いわゆる「依用」）。ただ，この朝鮮刑事令
においては，わが国の刑訴法の内容をそのまま用いるのではなく，朝鮮の特殊な事情に鑑
みて，わが国の刑訴法に対する特例が設けられた。 
 朝鮮刑事令が施行された当初，朝鮮刑事令によって依用されていた刑訴法は，いわゆる
明治刑訴法であり，その後，明治刑訴法が廃止され，いわゆる大正刑訴法が施行されるの
に伴って，朝鮮においても，大正刑訴法が依用されたが，そのいずれの時期においても被
疑者訊問は，強制処分であり，原則として予審判事の職権に属し，捜査機関は，限られた
場合にのみ認められ，この場合にあたらなければ，任意の取調べをすることができるに過
ぎなかった。 
明治刑訴法においては，捜査機関は，現行犯にあたる場合には，ある一定の要件を充た
せば，仮予審処分として，被疑者訊問（明治刑訴法下においては「被告人訊問」）をするこ
とができたが，この場合にあたらないときは，捜査機関は，任意の取調べをすることがで
きるにすぎなかった。ただ，朝鮮刑事令によって依用された時期の明治刑訴法においては，
強制処分たる被疑者訊問において作成された訊問調書と，任意の取調べにおいて作成され
たいわゆる聴取書は，いずれも有罪の証拠として使用することができた。 
 明治刑訴法に対する朝鮮刑事令における特例は，捜査機関は，非現行犯の場合であって
も，急速の処分を要する場合には，強制処分たる被告人訊問をすることができたことであ
る。そして，この被告人訊問の場合には，予審に関する規定が準用されるため，この被告
人訊問調書は予審調書と同じように取り扱われることになる。 
 この点をとらえて，朝鮮においては，捜査機関が予審判事の機能を一部遂行することが
期待されていたとする指摘があるが，任意の取調べにおいて作成された聴取書も，有罪の
証拠とすることができ，その影響力は，予審調書にも勝るとも劣らないものであるとの評
価がなされていた。そのような状況の中で，強制処分たる被告人訊問をすることができる
範囲が広いということで，朝鮮において，特殊な事情があったかどうかについては，再検
討を要するところである。 
わが国において，明治刑訴法が廃止され，大正刑訴法が施行されたのに伴い，朝鮮刑事
令において依用するわが国の刑訴法も，大正刑訴法となった。 
 ところで，この大正刑訴法においては，証拠能力の要件に関して重大な変化が生じた。
すなわち，捜査機関における被疑者等の供述を録取した書類は，強制処分たる被疑者訊問
等，「法令ニ依リ作成シタル訊問調書」でなければ，原則として証拠とすることができなく
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なったのである。この「法令ニ依リ作成シタル訊問調書」には，任意の取調べにおいて作
成された聴取書はこれに含まれない。すなわち，原則として，強制処分たる被疑者訊問に
おいて作成された調書でなければ，証拠とすることができないのである。そのため，明治
刑訴法依用期に比べ，「被疑者訊問」によって調書が作成されることの重要性が格段に増し
た。 
 大正刑訴法においては，捜査機関は，裁判上の捜査処分として，検察官が予審判事に被
疑者訊問を請求することができるほか，捜査機関は，現行犯の事件において逮捕した場合
および要急事件において勾引状を執行した場合に，被疑者訊問を行うことができる。 
 一方，朝鮮においては，朝鮮刑事令における大正刑訴法に対する特例として，検事およ
び司法警察官は，禁錮以上の刑にあたる事件について，急速の処分を要するものと思料す
るときは，被疑者訊問をすることができる。 
 これらの朝鮮刑事令に基づく被疑者訊問において作成された調書は，「法令ニ依リ作成シ
タル訊問調書」にあたり，証拠能力を有することになる。このように，明治刑訴法とは異
なり，朝鮮においては，証拠能力を有する被疑者訊問調書を作成することができる範囲が
拡大されたことになった。 
 このような状況においては，朝鮮における多くの事件において，裁判をする者（日本人）
と裁判を受ける者（朝鮮人）とが，一般に，使用言語が異なり，翻訳や通訳を必要とする
が，費用がかさむことから，捜査機関にいる朝鮮人捜査官に日本語による調書を作成させ
て，それに予審調書と同等の証拠能力を与えられ，また，この調書も，公判廷において朗
読されなかったとされている。これが，現在の韓国においても残るいわゆる「調書裁判」
の由来であるとの指摘がある。 
 また，公判において絶対的証拠能力を有する被疑者訊問調書に被疑者の自白を含ませる
ために，捜査機関において拷問が行われるなどの人権侵害が発生した事実は，当時の朝鮮
の検察機関においても指摘しているところである。 
 そして，先の大戦が終了し，米軍政が敷かれ，軍政法令 176 号の施行によって，急速の
処分を要するものと思料するときは，被疑者訊問をすることができるとする朝鮮刑事令の
規定が廃止された。そのため，「法令ニ依リ作成シタル訊問調書」として，証拠能力を有す
る被疑者訊問調書を作成するには，刑訴法の規定による裁判上の捜査処分として判事に請
求して被疑者訊問をせざるを得なくなり，訊問調書を証拠として使用できなくなったこと
によって，実務上に多くの負担が生じたとする指摘がある。ただ，軍政法令 176 号に基づ
く拘束中には被疑者訊問を行うことができ，そこで作成された被疑者訊問調書には証拠能
力があるとする大法院の判決があることから，軍政法令 176 号の施行後も，あるときから
は，被疑者訊問調書は証拠とすることができたことになる。 
 
「制定刑訴法」の制定過程（第Ⅱ章） 
 大韓民国として独立した後も，わが国の刑訴法が依然として用いられてきたことから，
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韓国においては，日本語ではなく韓国語で書かれた独自の法律を編纂しようとする動きが
みられた。その主なものとして，大統領の監督の下に法典編纂委員会である。そこでの刑
訴法の編纂の基本姿勢は，現行の刑訴法規を参考にしつつ制定するというものであった。
この現行刑訴法規とは，すなわち，大正刑訴法と軍政法令 176号である。 
 法典編纂委員会の刑訴法草案が政府案として国会に提出され，国会の法制司法委員会に
おいて審議されることになった。その過程で，被疑者訊問調書については，検事作成のも
のと司法警察官作成のものとに分けて，証拠能力の要件に差を設け，検事作成の被疑者訊
問調書は，真正成立を要求する一方で，司法警察官作成の被疑者訊問調書は，真正成立の
ほかに内容認定をも要求することとなった。 
 このように被疑者訊問調書の証拠能力の要件を厳格にした理由は，これまで続いてきた
調書裁判の克服と捜査機関における拷問等の人権侵害を防止するためである。それは，捜
査機関の拷問が行われる理由が，証拠能力のある被疑者訊問調書に自白を含ませるためで
あったことから，被告人が公判段階で否認すれば，被疑者訊問調書を証拠とすることがで
きないこととすれば，捜査機関における拷問が防止されるとする考え方である。 
一方で，被疑者訊問調書に証拠能力を一切与えないこととすると裁判の遅延等の問題が発
生するため，人的要素の点で，司法警察官に優越する検事が作成した被疑者訊問調書につ
いては，内容認定という要件を課すことなく，真正成立を要件として，証拠とすることが
できるようにしたのである。 
 
「制定刑訴法」施行後の状況（第Ⅲ章） 
 制定刑訴法が施行されたのちも，調書裁判を克服し，公判中心主義を充実化するために，
被疑者訊問調書の証拠能力の要件を厳しくする動きがみられる。それは，刑訴法の改正に
よって，検事作成の被疑者訊問調書の要件として，特信状態という要件を課したことや，
真正成立の概念に，従来の形式的真正成立に加え，実質的真正成立をも含ませ，被疑者訊
問調書の証拠能力の要件を厳格化したことである。 
 当初，形式的真正成立が認められた場合には，実質的真正成立が推定されると推定論が
判例によって採られたが，その後，否定されたことも，この流れに沿うものである。 
 また，内容認定という要件が課される被疑者訊問調書以外に，司法警察官の面前におけ
る被疑者の陳述を公判に顕出させる方法が模索されてきたが，これらについても，大法院
は，一貫して，認めてこなかった。これは司法警察官作成の被疑者訊問調書に関する規定
は，拷問等の人権侵害を防止するためのものであることから，内容認定を必要とする同規
定が優先して適用するものとされたのであると考えられる。 
 
2007年改正刑訴法に関連する改正過程（第Ⅳ章） 
司法改革の動きが活発になり，2003年からの司法改革委員会，そして，2005年からの司
法制度改革推進委員会において，被疑者訊問調書の証拠能力の要件についても，重要な争
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点として，議論された。当初は，調書裁判の克服，そして国民参与裁判の導入に伴う公判
中心主義の充実化の要請といった観点から，被疑者訊問調書の要件をより厳格化し，検事
作成と司法警察官作成とを問わず，被疑者訊問調書に内容認定の要件を課すこととしてい
たが，議論の過程の中で，内容認定の要件を課すことによって，調書の証拠能力を原則と
して認められなくなることについての検察からの激しい反発と法院からの反対もあって，
結局，司法警察官作成の被疑者訊問調書の証拠能力は，従来のまま，内容認定という要件
を課し，検事作成の被疑者訊問調書の証拠能力は，適法な手続・方式に従って作成された
ものであること，真正成立および特信状態の立証という要件を課した。 
 その一方で，実質的真正成立の立証のためには，従来は，公判段階における被告人の陳
述によってのみ許容されたが，2007 年改正刑訴法によって，それに加えて，録音録画物な
どの客観的な方法によって立証できることとした。 
 そして，従来，大法院の確立した判例によって許容されてこなかった取調官証言を明文
で許容することとし，調書としてではなく，被疑者を取り調べた捜査官が法廷に出てきて，
証言するという形式で，被疑者段階の陳述を顕出させることができるとした。 
 このように韓国の被疑者訊問調書の証拠能力の現在の規定が成り立ったのである。おお
まかに見れば，その流れには，常に，植民地時代との断ち切り，すなわち調書裁判を克服
し公判中心主義を充実化すること，そして拷問等の人権侵害を防止するという考慮がなさ
れていたことが分かる。 
